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回次
第164期

中間連結会計期間
第165期

中間連結会計期間
第164期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

売上高 （百万円） 6,652 6,863 13,542

経常利益 （百万円） 218 252 616

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 177 390 526

中間包括利益又は包括利益 （百万円） △87 557 141

純資産額 （百万円） 17,718 18,467 17,981

総資産額 （百万円） 38,341 39,548 38,500

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 69.37 150.42 205.03

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.2 46.7 46.7

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） 797 435 1,328

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） △195 △115 △756

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） △255 △181 △557

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 703 509 371

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．「1株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」の算定上、従業員

持株会信託口が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　2025年４月１日から９月30日までの６カ月間（以下、当中間期）におけるわが国経済は、個人消費や設備投資に

持ち直しの動きが見られる等、緩やかな回復基調が継続している一方で、物価高の影響や為替の動向、不安定な国

際情勢等を背景に、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いていると認識しております。

　このような状況の下、当社企業グループは、主力の運輸部門は、貨物取扱量が増加し前年同中間期比で増収増

益、ホテル事業部門は、設備投資の影響等から前年同中間期比で減収減益となりました。

　この結果、当中間期の当社企業グループの売上高は68億６千３百万円（前年同中間期比3.2％の増収）、営業利

益は１億８千万円（前年同中間期比21.7％の増益）、経常利益は２億５千２百万円（前年同中間期比15.5％の増

益）となりました。また、親会社株主に帰属する中間純利益につきましては、特別利益として投資有価証券売却益

２億４千６百万円を計上した結果、３億９千万円（前年同中間期比120.1％の増益）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

（運輸部門）

　当社企業グループの事業拠点である新潟港の貨物取扱量が前年同中間期比で増加した中、主力である運輸部門の

貨物取扱数量も一般貨物、コンテナ貨物共に前年同中間期比で増加し、278万８千トン（前年同中間期比8.3％の増

加）となりました。

　とりわけ一般貨物は、主要貨物である素材原料が当中間期は堅調に推移し、同部門の増収に繋がりました。ま

た、利益面では、物価高や人件費増加などの影響はあるものの、作業効率向上などに努め、利益を確保しました。

この結果、同セグメントの売上高は50億２千４百万円（前年同中間期比3.3％の増収）、利益は５千２百万円（前

年同中間期は２千８百万円の損失）となりました。

（不動産部門）

　不動産賃貸は賃貸契約の増加などにより堅調に推移しましたが、商品土地の販売がなく、同セグメントの売上高

は１億３千６百万円（前年同中間期比7.0％の減収）、利益は６千７百万円（前年同中間期比5.5％の増益）となり

ました。

（ホテル事業部門）

　宴会、レストラン部門は、概ね堅調に推移しましたが、宿泊部門は、今年４月に完了した中高層階の客室改装工

事がその期間中の客室の稼働に影響を及ぼしました。この結果、同セグメントの売上高は11億６千７百万円（前年

同中間期比0.6％の減収）となりました。また、経費面では当該工事に伴い減価償却費や消耗品費などが増加した

結果、利益は２千２百万円（前年同中間期比72.4％の減益）となりました。

（関連事業部門）

　機械整備業が部品の販売を中心に取扱が増加したほか、木材リサイクル業、商品販売業も堅調に推移した結果、

同セグメントの売上高は５億６千１百万円（前年同中間期比14.0％の増収）、利益は４千１百万円（前年同中間期

比23.0％の増益）となりました。
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②財政状態

　当中間連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末と比べて10億４千８百万円増加し、395億４千８百万円

となりました。この主な要因は、現金及び預金、受取手形、営業未収入金及び契約資産の増加などにより流動資産

が５億９千２百万円増加したことに加え、設備投資による有形固定資産の増加１億８千７百万円、時価上昇の影響

などによる投資有価証券の増加２億５千７百万円などにより、固定資産が４億５千６百万円増加したことによるも

のであります。

　負債の部は、前連結会計年度末と比べて５億６千２百万円増加し、210億８千万円となりました。この主な要因

は、支払手形及び営業未払金、電子記録債務、その他の流動負債の増加などによるものであります。

　純資産の部は、前連結会計年度末に比べて４億８千６百万円増加し、184億６千７百万円となりました。この主

な要因は、利益剰余金の増加２億８千２百万円、その他有価証券評価差額金の増加１億８千６百万円などによるも

のであります。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが４億３千５百万円の収入

超過、投資活動によるキャッシュ・フローが１億１千５百万円の支出超過、財務活動によるキャッシュ・フローが

１億８千１百万円の支出超過となった結果、前連結会計年度末より１億３千８百万円増加し、５億９百万円となり

ました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前中間純利益、減価償却費などの資金の増加要因が、売上債権の増加額などの資金の減少要因を上回

ったことにより、４億３千５百万円の収入超過（前年同期比45.6％の減少）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出などの資金の減少要因が、投資有価証券の売却による収入などの資金の増加要因

を上回ったことにより、１億１千５百万円の支出超過（前年同期は１億９千５百万円の支出超過）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　主にリース債務を含む有利子負債が純減したことにより、１億８千１百万円の支出超過（前年同期は２億５千５

百万円の支出超過）となりました。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社企業グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,600,000

計 9,600,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,700,000 2,700,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 2,700,000 2,700,000 ― ―

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 2,700 － 1,950,000 － 805,369

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

川崎汽船株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目１－１ 653 24.24

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 134 4.99

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 134 4.99

株式会社第四北越銀行 新潟市中央区東堀前通７番町1071番地１ 134 4.99

公益財団法人福田育英会 新潟市中央区一番堀通町３－10 120 4.47

住友生命保険相互会社 東京都中央区八重洲２丁目２－１ 94 3.50

学校法人新潟総合学園 新潟市北区島見町1398 90 3.34

株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 88 3.30

リンコーコーポレーション

取引先持株会
新潟市中央区万代５丁目11－30 74 2.75

日本海曳船株式会社 新潟市中央区竜が島１丁目７－14 71 2.66

計 － 1,597 59.22

（５）【大株主の状況】

（注）　「発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合」における自己株式には、「株式給付信託

（従業員持株会処分型）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式

88,900株は含まれておりません。
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2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,694,900 26,949 －

単元未満株式 普通株式 2,700 － －

発行済株式総数 2,700,000 － －

総株主の議決権 － 26,949 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（従業員持株会処分型）の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式88,900株（議決権数889個）が含まれてお

ります。なお、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式は、連結財務諸表及び財

務諸表において自己株式として表示しております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式56株が含まれております。

2025年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社リンコー

コーポレーション

新潟市中央区万代

五丁目11番30号
2,400 - 2,400 0.09

計 － 2,400 - 2,400 0.09

②【自己株式等】

（注）　株式給付信託（従業員持株会処分型）の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有す

る当社株式88,900株については、上記の自己株式等には含まれておりません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 381,363 520,696

受取手形、営業未収入金及び契約資産 2,569,609 2,929,098

電子記録債権 274,306 304,097

棚卸資産 ※ 195,506 ※ 199,091

その他 218,458 279,126

貸倒引当金 △3,924 △4,196

流動資産合計 3,635,319 4,227,914

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 21,105,038 21,364,118

減価償却累計額 △15,392,204 △15,499,440

建物及び構築物（純額） 5,712,834 5,864,677

機械装置及び運搬具 1,898,280 2,045,231

減価償却累計額 △1,651,671 △1,661,985

機械装置及び運搬具（純額） 246,609 383,245

土地 21,940,621 21,940,881

リース資産 624,090 588,694

減価償却累計額 △252,795 △211,954

リース資産（純額） 371,295 376,739

建設仮勘定 300,109 －

その他 1,067,229 1,230,986

減価償却累計額 △952,073 △921,934

その他（純額） 115,155 309,052

有形固定資産合計 28,686,626 28,874,596

無形固定資産

リース資産 33,197 22,725

その他 20,126 35,109

無形固定資産合計 53,323 57,834

投資その他の資産

投資有価証券 5,667,692 5,924,797

繰延税金資産 148,811 156,310

その他 341,826 341,625

貸倒引当金 △40,533 △40,588

投資その他の資産合計 6,117,797 6,382,145

固定資産合計 34,857,747 35,314,577

繰延資産

社債発行費 7,443 6,132

繰延資産合計 7,443 6,132

資産合計 38,500,510 39,548,624

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 1,429,189 1,687,319

電子記録債務 126,908 242,060

短期借入金 1,700,000 1,300,000

１年内償還予定の社債 280,000 280,000

１年内返済予定の長期借入金 2,575,658 2,766,633

リース債務 132,924 137,556

未払法人税等 88,645 84,369

賞与引当金 278,385 298,984

その他 698,439 803,152

流動負債合計 7,310,150 7,600,076

固定負債

社債 610,000 470,000

長期借入金 3,965,301 4,274,291

リース債務 308,338 298,444

繰延税金負債 2,396,949 2,471,146

再評価に係る繰延税金負債 4,749,284 4,749,284

退職給付に係る負債 718,163 757,292

資産除去債務 317,544 318,618

その他 142,972 141,595

固定負債合計 13,208,555 13,480,675

負債合計 20,518,705 21,080,751

純資産の部

株主資本

資本金 1,950,000 1,950,000

資本剰余金 809,241 809,241

利益剰余金 3,262,276 3,545,243

自己株式 △204,238 △168,044

株主資本合計 5,817,279 6,136,439

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,585,242 2,772,005

土地再評価差額金 9,156,175 9,156,175

退職給付に係る調整累計額 423,106 403,251

その他の包括利益累計額合計 12,164,524 12,331,432

純資産合計 17,981,804 18,467,872

負債純資産合計 38,500,510 39,548,624
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

売上高 6,652,266 6,863,956

売上原価 5,857,910 6,006,525

売上総利益 794,356 857,430

販売費及び一般管理費 ※ 645,964 ※ 676,784

営業利益 148,391 180,645

営業外収益

受取利息 199 700

受取配当金 100,979 121,424

雑収入 13,295 8,184

営業外収益合計 114,474 130,308

営業外費用

支払利息 38,127 52,621

雑支出 6,364 6,128

営業外費用合計 44,491 58,749

経常利益 218,374 252,205

特別利益

固定資産売却益 14,167 9,694

投資有価証券売却益 － 246,145

特別利益合計 14,167 255,840

特別損失

固定資産処分損 6,380 54,500

特別損失合計 6,380 54,500

税金等調整前中間純利益 226,161 453,545

法人税、住民税及び事業税 54,531 79,843

法人税等調整額 △5,965 △17,166

法人税等合計 48,566 62,677

中間純利益 177,594 390,868

親会社株主に帰属する中間純利益 177,594 390,868

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

中間純利益 177,594 390,868

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △246,439 186,763

退職給付に係る調整額 △18,263 △19,855

その他の包括利益合計 △264,703 166,907

中間包括利益 △87,108 557,775

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △87,108 557,775

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 226,161 453,545

減価償却費 358,077 400,066

繰延資産償却額 1,310 1,310

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,573 326

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,500 20,599

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 63,054 39,128

退職給付費用 △26,263 △28,927

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △586

受取利息及び受取配当金 △101,178 △122,124

支払利息 38,127 52,621

有形固定資産売却益 △14,167 △9,694

有形固定資産処分損 6,380 54,500

投資有価証券売却益 － △246,145

売上債権の増減額（△は増加） 92,827 △389,280

棚卸資産の増減額（△は増加） 9,917 △3,585

その他の資産の増減額（△は増加） 17,941 △23,170

仕入債務の増減額（△は減少） 62,360 305,496

破産更生債権等の増減額（△は増加） － △54

その他の負債の増減額（△は減少） △18,245 △54,959

その他 4,846 4,536

小計 736,077 453,599

利息及び配当金の受取額 101,178 122,124

利息の支払額 △40,066 △56,164

法人税等の支払額 △38,117 △85,857

法人税等の還付額 38,507 1,337

営業活動によるキャッシュ・フロー 797,580 435,040

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,200 △1,200

有形固定資産の取得による支出 △204,108 △375,916

有形固定資産の売却による収入 32,235 10,205

有形固定資産の除却による支出 △1,121 △8,589

無形固定資産の取得による支出 △610 △3,165

投資有価証券の取得による支出 △2,687 △57,519

投資有価証券の売却による収入 － 326,260

その他の支出 △18,450 △9,212

その他の収入 637 3,663

投資活動によるキャッシュ・フロー △195,304 △115,475

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 △400,000

長期借入れによる収入 1,300,000 2,000,000

長期借入金の返済による支出 △1,358,986 △1,500,035

リース債務の返済による支出 △58,447 △69,420

自己株式の売却による収入 32,424 35,826

自己株式の取得による支出 － △5

社債の償還による支出 △140,000 △140,000

配当金の支払額 △80,043 △107,743

財務活動によるキャッシュ・フロー △255,052 △181,377

現金及び現金同等物に係る換算差額 △472 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 346,750 138,153

現金及び現金同等物の期首残高 356,973 371,151

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 703,724 ※ 509,305

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

商品 118,230千円 127,388千円

仕掛品 18,193 19,758

原材料及び貯蔵品 59,081 51,944

【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

※　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

　前中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

　　至  2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

　　至  2025年９月30日）

給料 131,310千円 123,452千円

賞与引当金繰入額 43,001 42,227

退職給付費用 10,345 11,556

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

現金及び預金勘定 715,850千円 520,696千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △12,125 △11,391

現金及び現金同等物 703,724 509,305

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。
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（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 80,926 　　　30 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 107,901 　　　40 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

配当金支払額

(単位：千円）

報告セグメント
合計

調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２運輸部門 不動産部門
ホテル事業

部門
関連事業部門

売上高

　運輸事業 4,472,599 － － － 4,472,599 － 4,472,599

　不動産業 － 13,921 － － 13,921 － 13,921

　機械整備販売業 － － － 277,849 277,849 － 277,849

　ホテル業 － － 1,168,533 － 1,168,533 － 1,168,533

　その他附帯事業 346,634 － － 175,425 522,060 － 522,060

　その他 22,443 － － 21,206 43,649 － 43,649

顧客との契約か

ら生じる収益
4,841,677 13,921 1,168,533 474,481 6,498,614 － 6,498,614

その他の収益 23,994 129,658 － － 153,652 － 153,652

外部顧客への売

上高
4,865,672 143,579 1,168,533 474,481 6,652,266 － 6,652,266

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

590 3,567 5,790 18,574 28,522 △28,522 －

計 4,866,262 147,146 1,174,323 493,056 6,680,789 △28,522 6,652,266

セグメント利益又

は損失（△）
△28,256 64,357 81,588 33,743 151,432 △3,040 148,391

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△3,040千円は、その他の調整額であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

- 14 -



(単位：千円）

報告セグメント
合計

調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２運輸部門 不動産部門
ホテル事業

部門
関連事業部門

売上高

　運輸事業 4,621,065 － － － 4,621,065 － 4,621,065

　不動産業 － 735 － － 735 － 735

　機械整備販売業 － － － 333,885 333,885 － 333,885

　ホテル業 － － 1,162,885 － 1,162,885 － 1,162,885

　その他附帯事業 356,254 － － 184,219 540,473 － 540,473

　その他 23,504 － － 26,596 50,101 － 50,101

顧客との契約か

ら生じる収益
5,000,823 735 1,162,885 544,701 6,709,145 － 6,709,145

その他の収益 22,326 132,484 － － 154,810 － 154,810

外部顧客への売

上高
5,023,149 133,219 1,162,885 544,701 6,863,956 － 6,863,956

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

1,729 3,567 4,469 17,141 26,908 △26,908 －

計 5,024,879 136,786 1,167,354 561,843 6,890,864 △26,908 6,863,956

セグメント利益 52,019 67,880 22,486 41,516 183,902 △3,256 180,645

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益の調整額△3,256千円は、その他の調整額であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 69円37銭 150円42銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 177,594 390,868

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益（千円）
177,594 390,868

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,560 2,598

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株式給付信託（従業員持株会処分型）を導入しており、株主資本において自己株式として計上されている株

式給付信託（従業員持株会処分型）に残存する自社の株式は、１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　１株当たり中間純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当中間連結会計期間において

98千株であります。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

２０２５年１１月１３日

株式会社リンコーコーポレーション

取 締 役 会　御 中

EY新日本有限責任監査法人

新 潟 事 務 所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 新　居　　伸　浩

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 髙　橋　　　　顕

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げら
れている株式会社リンコーコーポレーションの２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで
の連結会計年度の中間連結会計期間（２０２５年４月１日から２０２５年９月３０日まで）に係る
中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算
書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。
　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リンコーコーポレーション及び連結
子会社の２０２５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点
において認められなかった。

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中
レビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中
レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連
結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立
の立場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビ
ューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続そ

の他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続であ
る。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表に
おいて、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示さ
れていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でな
い場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事
項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証
拠を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　本間常悌は、当社の第165期中（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）の半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


